
（注）・印刷にあたっては、Ａ４判（縦長）・両面印刷すること。                         （１） 

様 式 Ｃ－３－３ 〔記入例〕 

平成２６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）前倒し使用申請書兼変更交付申請書 
独立行政法人 
日本学術振興会理事長  殿 

平成○○年○○月○○日 

 
所属研究機関の本部の 

所 在 地 及 び 名 称
 

〒○○○－○○○○ 
  東京都○○区○○２－５－１   

名称 

○○大学 

名称 

 

所属研究機関の長の職名・

氏名 

職名 

学 長 

氏名 

○ ○ ○ ○ 

研究代表者の部局・職 
部局 

○ ○ 学 部 

職 

教 授 

フ リ ガ ナ ○  ○  ○  ○  

研究代表者の氏名 ○ ○ ○ ○ 印 
  

平成２６年度科学研究費助成事業（科学研究費補助金）（基盤研究（Ａ））について、下記のとおり前倒し使用を申請するととも

に、承認された際には、次のとおり研究を実施したいので、あわせて交付を申請します。 

また、交付された補助金は、補助条件に従い適正に使用します。 

課題番号 ２ ６ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 研究期間 平成２６年度 ～ 平成２９年度 

研究課題名
 ○○○○○に関する研究 

前倒し使用希望額（①－②）（円）
 

3,000,000 

前倒しに伴う次年度以降の調整額 

 （翌年度以降の直接経費の額を記載） 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 合計 

 交付決定一覧等に記載の額 （円）
 

10,000,000 10,000,000 10,000,000 － － 30,000,000 ①  

 変更後の交付（予定）額  （円）
 

7,500,000 9,500,000 10,000,000 － － 27,000,000 ②  

 
        

補
助
金
額
（
交
付
予
定
額
） 

 直接経費③ 間接経費④ 直接経費と間接経費の合計（③＋④） 

変更前の交付額（円）…(a) 10,000,000 円 3,000,000  円 13,000,000 円 

追 加 配 分額 （ 円） … ( b ) 3,000,000 円 900,000  円 3,900,000 円 

変更後の交付予定額（円）…(a+b) 13,000,000 円 3,900,000  円 16,900,000 円 

直接経費の費目別内訳 物品費 旅費 人件費・謝金 その他 

変更前の交付額（円）…(c) 7,000,000 円 1,000,000 円 1,000,000 円 1,000,000 円 

追 加 配 分額 （ 円） … ( d ) 2,000,000 円 0 円 500,000 円 500,000 円 

変更後の交付予定額（円）…(c+d)   9,000,000 円 1,000,000 円 1,500,000 円  1,500,000 円 
 
（１） 前倒し使用の必要性、前倒しを求める背景 

当初の計画よりも進展があったため、平成２７年度に購入予定であった○○装置を平成２６年度中に購入し、併せて平成２７

年度及び２８年度中に実施を予定していた○○装置を用いた実験の一部を平成２６年度中に行うことにより、さらなる研究の

進展をはかりたい。このことにより、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ため、前倒し使用することとしたい。 

（２）後年度の交付予定額を減額しても研究目的を達成できる理由 

平成２７年度に購入予定であった○○装置を平成２６年度に導入することとするが、同装置を用いた解析は平成２７年度以降

も引き続き行うことが必要である。また、平成２７年度に予定していた実験を前倒しして行うことにより、本研究の目的であ

る○○の達成について、早期に△△などの問題点を洗い出し、平成２７年度以降にこの問題点を十分に対処できる時間を設け

る。よって、平成２７、２８年度に交付される予定の金額は減るものの、○○○○○○○○○○○なので、研究遂行上では大

きな問題はない。具体的な次年度以降の研究計画であるが、平成２７年度は、○○○○○であり、○○○○を行う。平成２８

年度は、○○○○○であり、○○○○についての解析を行う。平成２９年度は○○○○○を行い、○○○○○○○することで

研究目的の達成を目指す。 

※次年度以降の計画の概要についても年度毎に記入してください。 

 

押印すること。 

 

研究種目名を記入すること。 

額が一致することを

確認すること。 

前倒し使用希望額（直接

経費）の30%に相当する

額を記入すること。ただ

し、補助事業者の所属す

る全ての研究機関が間接

経費を受け入れない場合

「０」を記入すること。 

 



（注）・印刷にあたっては、Ａ４判（縦長）・両面印刷すること。                         （２） 

 

 

                  

  

 

  
 

 

補助事業者合計（小計） ３ 名  直接経費合計（小計） 

10,000,000 

3,000,000 

13,000,000 
 

経費管理担当者・部局・職・氏名 
部局・職 

○○課△△係長 
氏名 

○ ○ ○ ○ 
 

（３）調整金による追加配分により実施する研究計画 

 

 

 

 

※この欄には、「調整金等交付分」により実施する計画について記入してください。 

当該年度にすでに調整金等交付分の交付を受けている場合は、従前の計画も合わせて記入してください。 

〔連携研究者〕 

▲▲研究所 □ □ □ □ ○○の実験分析 

△△大学・△△学部 ○ ○ ○ ○  ▽▽の分析 

主要な物品の内訳（１品又は１組若しくは１式の価格が５０万円以上のもの） 

品  名 
仕様 

（製造会社名・型） 
数量 

単価 
（円） 

金額 
（円） 

納入予定時期 

ワークステーション LVB 2007-TK/RN １ 500,000 500,000 平成26年 10月 

○○○設備 ○○○○ 
（１） 

1,000,000 
(1,000,000)  

平成26年 11月 
 ２ 2,000,000 

△△△設備 △△△△△△△△ 
（１） 

  500,000 
(500,000) 

平成27年 1月 
 １ 500,000 

     平成    年   月 

     平成    年   月 
     

補
助
事
業
者 

研究者番号 機関番号 
部局 

番号 

職番

号 

 

役割分担等 

本年度の研究実施計画に対する 

分担事項等を具体的に記入すること。 

 
エフォー 
ト（％） 

 

直接経費 

（研究者別内訳） 

（円） 

氏 名 所属研究機関・部局・職  

研 
究 
代 
表 
者 

2 0 3 4 5 6 7 8 1 2 3 4 5 5 × × 2 0 

研究の総括と○○のモデル化 60 

8,000,000 

○ ○ ○ ○ ○○大学・○○学部・教授 
2,000,000 

10,000,000 

研
究
分
担
者 

1 0 3 5 6 7 8 9 1 2 3 4 5 5 × × 2 0 

▲▲資料の構成と分析 50 

1,600,000 

▲ ▲ ▲ ▲ ○○大学・○○学部・教授 
0 

1,600,000 

削
除 

1 0 3 4 5 6 7 8 1 2 3 4 5 5 × × 2 0 □□データの解析 
〔分担者から外す理由〕 
平成XX年XX月XX日付けで退職し、応募資格を喪失
するため。（転出先：□□病院） 

 

400,000 

□ □ □ □ ○○大学・○○学部・教授 
0 

400,000 

追
加 

2 0 4 5 6 7 8 9 1 2 6 8 0 6 × × 2 7 ●●に関するシミュレーション 
〔分担者を追加する理由〕 
当初予定していなかった●●に関するシミュレ
ーションを行うことが研究遂行上必要となった
ため。 

30 

0 

● ● ● ● ●●大学・●●学部・准教授 
1,000,000 

1,000,000 

 

                  

  

 

  
 

 

※消耗品等についても、上記に準じて明細を明らかにしておくこと。 

※今回の追加交付により交付申請書に記載の設備備品を追加して購入する場合 、 

上段：追加購入する数量、金額を（ ）書きで記入すること。 

下段：交付申請書に記載の設備備品と追加購入する設備備品の数量・金額の合計を 

記入すること。 

なお、「納入予定時期」欄には、追加購入分のものを記入すること。 

※今回の追加交付により新たに設備備品を購入する場合、 

 上段：新たに購入する数量、金額を（ ）書きで記入すること。 

 下段：新たに購入する数量、金額を記入すること。 

※交付申請書等から変更のないものは、交付申請書と同様に記載すること。 

 

「直接経費(研究者別内訳)」欄に記入する際は、 
 上段：変更前の交付額を記入すること。 
中段：今回の追加配分額を記入すること。 
下段：変更前の交付額と今回の追加配分額の合計額を記入すること。 



様 式 Ｃ－３－３ 〔作成上の注意〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本様式は、研究代表者が、年度途中に研究の進捗等に伴い、次年度以降に使用する予定であった研
究費を前倒して使用することを希望する場合に作成し、所属する研究機関を経由して提出すること。
なお、次年度以降の研究費をすべて「前倒し使用」の申請に計上することや、研究費の前倒しに伴い
研究期間を短縮することはできない。また、実質的な研究期間の短縮となるなど、後年度の研究の遂
行が困難となるような研究費の前倒しもできないので注意すること。 
 なお、前倒しの申請に当たっては、以下について留意すること 
・各年度の予算の範囲内において研究費が配分されるため、希望通りの金額が配分されるとは限ら
ないこと。 

・前倒し使用を申請した研究費の使用は申請の承認日（変更交付決定日）以降であること。 
 また、紙媒体の提出に当たっては、以下について留意すること。 
・交付申請書の写を一部添付すること。その他、提出時に添付すべき書類は「様式提出時 添付書
類一覧（補助金用）」を参照すること。 

 
【注意事項】 
 
１．所属研究機関情報及び研究代表者情報等については、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）

の最新情報と相違がないように省略せずに記入すること（部局のない研究機関の場合は、部局名は
不要）。研究代表者の氏名は、記名押印または署名により記入すること。なお、研究代表者の印は、
印肉を使用して押印するものとする。 

 
２．「課題番号」欄には、交付決定通知書に記載の課題番号（８桁）を記入すること。 
 
３．「研究期間」欄には、採択された研究期間を記入すること。なお、産前産後の休暇又は育児休業
の取得に伴う中断をした場合は、復帰後の終了予定の研究期間を記入すること。 

 
４．「研究課題名」欄には、交付申請書に記載した研究課題名を記入すること。 
 
５. 「前倒し使用希望額」欄には、前倒し使用を希望する直接経費の額を１０万円単位で記入するこ

と。なお、この欄に記入する金額は「前倒しに伴う次年度以降の調整額」欄の「交付決定一覧等に
記載の額」の合計（①）と「変更後の交付（予定）額」の合計（②）との差額（①－②）に一致す
ることを確認すること。 

 
６．「前倒しに伴う次年度以降の調整額」欄には、以下のとおり記入すること。 

ア「交付決定一覧等に記載の額」欄には、交付決定一覧等に記載の直接経費の交付予定額（「研究
中断承認申請書（様式Ｃ－１３）」を提出している場合は、最後に提出した様式に記載の直接経
費の交付予定額）を年度毎に記入すること。研究期間外の欄には「－」を記入すること。また、
育休等の研究中断による研究期間の延長により枠が足りなくなる場合は、枠を追加して記入する
こと。 

イ「変更後の交付(予定)額」欄には、前倒し使用による次年度以降の減額を反映した直接経費の交
付予定額を年度毎に１０万円単位で記入すること。研究期間中、いずれかの年度の交付予定額を
１０万円未満とすることは認められない。また、応募資格の喪失等予め研究廃止を想定し、研究
費を前倒して使用するものは認められないので十分留意すること。研究期間外の欄には「－」を
記入すること。 
 

７．「補助金額（交付予定額）」欄には、平成２６年度補助金について以下のとおり記入すること。 
ア 変更前の交付額・追加配分額（前倒し使用希望額）・変更後の交付予定額についてそれぞれ正
しい金額を記入することとし、該当する経費がない場合には、必ず「０」を記入すること。 

イ 補助事業者（研究代表者及び研究分担者）の所属する全て、又はいずれかの研究機関が、間接
経費を受け入れる場合には、間接経費の「追加配分額」欄には「前倒し使用希望額」欄に記入し

＜対応事業＞  

新学術領域研究、基盤研究（Ｓ）、基盤研究（Ａ）、研究活動スタート支援  

・・・・・・・・・・ 全研究課題  

基盤研究（Ｂ） 又は 若手研究（Ａ）  ・・・・・・・・・・ 平成 23 年度以前採択のみ  

基盤研究（Ｃ） 又は 若手研究（Ｂ）  ・・・・・・・・・・ 平成 22 年度以前採択のみ  

http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/16_rule/data/26_dl/26_02_c_tenpuilist.pdf
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/16_rule/data/26_dl/26_02_c_tenpuilist.pdf


た直接経費の３０％に相当する金額を記入すること。なお、変更交付決定後に配分しなかった間
接経費がある場合には、「間接経費交付決定額変更申請書（様式Ｃ－１６）」を提出し、返還す
ることになる。 

ウ 補助事業者（研究代表者及び研究分担者）の所属する全ての研究機関が間接経費を受け入れな
い場合には、間接経費の「追加配分額」欄には「０」を記入すること。なお、その場合も「間接
経費の辞退届（様式Ａ－１１）」の提出は不要とする。 

 
８．「（１）前倒し使用の必要性、前倒しを求める背景」欄には、前倒し使用を必要とする理由と背
景について、具体的かつ簡潔に記入すること。 

 
９．「（２）後年度の交付予定額を減額しても研究目的を達成できる理由」欄には、交付決定一覧等
に記載の後年度の交付予定額を減額しても当初の研究目的が達成できる理由を、具体的かつ簡潔に
記入すること。また、次年度以降の実施計画の概要について、年度毎に記入すること。 

 

※８～９の内容によっては、前倒し使用が認められない、あるいは執行状況の確認を求める場合
があるので留意して記入すること。 

 
10．「（３）調整金による追加配分により実施する研究計画」欄には、「前倒し使用」による追加配
分で実施する計画について具体的かつ簡潔に記入すること。 

 
11．「主要な物品の内訳」欄には、交付申請書等から変更のないものは、交付申請書と同様に記入す
ること。また、追加配分により新たに購入する物品について記入すること。（記入にあたっては、
【記入例】及び、交付申請書の該当部分の「作成上の注意」を参考にすること。） 

 
12．「補助事業者」欄のうち「直接経費（研究者別内訳）」については、以下のとおり記入すること
とし、それ以外の箇所については、交付申請書と同様に記入すること。 

上段：変更前の交付額を記入すること。 
中段：追加配分額を記入すること。 
下段：変更前の交付額と追加配分額の合計額を記入すること。 

 
13．「経費管理担当者・部局・職・氏名」欄には、補助事業の経費管理担当者の氏名等を記入するこ
と。 

 
14．印刷に当たっては、Ａ４判（縦長）・両面印刷すること。なお、「主要な物品の内訳」及び「補
助事業者」欄は必要に応じて記入欄を追加することが可能であり、様式が３頁を超える場合には、
左端を糊付けすること。 

 




